
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

令和８年９月３日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和８年９月３日（木）午後２時００分～ 本庁舎大委員会室 

２ 出席者 

未来創造戦略室 黒澤室長、南場係長、勝俣主任主事 

３ 件名 

白井市企業誘致基本方針の改定について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

（質疑応答） 

・営農型ソーラーシェアリングはルールを違反した行為も多いと聞いている。既存の太

陽光発電の農地部分は再生できるのか。 

→資材置き場など低密度な土地利用からの転換が目的であるため、既存の太陽光発電に

ついては、契約期間のタイミングを考慮して検討していく。 

 

・白井駅・西白井駅の事業検討パートナーは決まっているか。 

→西白井駅は、フージャースコーポレーションで決定している。 

白井駅は、人材育成産業の誘致も含めて現在調整中であるが、今後、事業検討パート

ナーの公募を予定している。 

 

・白井高校に農業の人材育成を検討するのは良いと思うが、県内の農業高校は定員割れ

が生じている。農業等の地域社会に関連する学科とあるが、農業以外にはあるか。 

→スマート農業等、デジタル技術を活用した農業関連の学科を想定している。 

 

・デジタル人材向けの教育プログラムの市場開放とは何か。 

→民間企業が活用しているデジタルツールを活用した教育プログラムを市内の公開講座

等での展開できればと考えている。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ ■ □ （

参考情報

案件提出
事由

②重要な施策（規程第4条第2項第2号）
ウ　市長から付議の指示があった事項

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課

今後の
スケジュール

千円 （うち特定財源 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

議会説明 行政運営報告（Ｒ8.10月） 広報・ＨＰ等 有

白井市企業誘致基本方針の改定の可否について

・市の特色であるデータセンターの集積を生かした関連産業・施設の誘致は効果的であ
る。
・単体で誘致するのではなく、次世代産業誘致との連携や公募条件とすることも考えら
れる。
・高付加価値化・ブランド化が狙える農作物（例．コーヒー）の栽培と、営農型ソーラー
シェアリングを組み合わせるとよい。
・農業従事者の高齢化による担い手不足を解決するため、スマート農業の活用や、農業
経営者の育成の拠点があるとよい。

・令和8年10月　企業誘致基本方針の改定及び公表

項目 有無 方法（時期） 項目 有無

報道発表条例規則

令和 8 9

方法（時期）

3

付議書（行政経営戦略会議）

付議事案

カテゴリー

部課名 政策推進部　未来創造戦略室

白井市企業誘致基本方針の改定について

　白井市企業誘致基本方針に基づき、戦略的で透明性のある企業誘致を進めた結果、
現状掲げている4つの誘致すべき産業・施設の取り組みは着実に進展している。しかし、
市の取り巻く環境は変化しており、この成果を生かした更なる企業誘致が求められてい
る。

地域社会の課題解決及び市の価値向上に資する多様な産業施設を誘致する
ため。

白井市企業誘致基本方針を改定し、以下２つを「4.誘致すべき産業・施設」に
(5)(6)として追加する。
　(5) 脱炭素の推進に向けた「再生可能エネルギー産業」
　(6) グローバル人材育成に寄与する「人材育成産業」

まで）

無

有

年代 場所

市HP（R8.10月）

無

目的 手段全ての年代 拠点創造 民間の誘致・連携市内全域


















